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企業メセナ協議会では、民間によるメセナ (芸術・文化振興による社会創造)活動の現状を探

り、さらなる推進をはかるべく、さまざまな調査研究事業に取り組んでいます。

なかでも「メセナ活動実態調査」は、全国の企業および企業財団を対象に、1991年より継続し

て実施しているものです。メセナ活動の規模や手法、実施体制、時事的な事柄についてたずね、

集計により得られた全体的な動向や、取組み内容、現場の意識等について、協議会会員有志から

なる調査研究部会との分析を加えて公表しています。日本におけるメセナに関する唯一の統計

調査として、企業各社、官公庁や地方自治体、研究機関、マスコミ等でも広く活用されています。

「企業メセナ」というと、冠協賛や大型事業といった創設期の華やかなイメージを持たれる方

も多いようですが、近年の調査結果では「社業との関連」がより密接になり、「地域社会への貢

献」や「自社のブランディング」を目的に据える企業が多くなつています。2017年度は、社業と

メセナの関連性に着目し、メセナの活動方針や、社員参画、評価方法等について設間を増やし、

アンケートを実施しました。

今後も調査研究事業を通じて、企業メセナの価値を追究するとともに、メセナの推進と文化

による社会倉」造に努めてまいります。

本調査にこ協力をいただきました、すべての企業・企業財団の皆様に御礼申し上げます。

公益社団法人企業メセナ協議会

■壼概要◎調査内容:2016年度(2016年 4月～2017年 3月 )のメセナ活動実施状況、実施内容、体制等  ※本調査でいう「メセナ活動」とは、

「芸術 文化振興による社会創造」を幅広く捉え、企業による芸術 文化 (支援)活動、およびこれを通した教育、福祉、環境、地域振興等のあらゆ

る社会課題解決への取組みを指します。「メセナ」の例 公演や展覧会等の開催/文化施設等の運営/資金支援/人的 物的支援′ノウ八ウ

や場の提供/顕彰やコンクール/ワークシヨップや人材育成事業/まちづくり次世代育成 災害被災地支援等の取組みで、芸術 文化の要素

を含むブログラム など◎調査対象:日本国内企業1,966社 1直近5年間におけるメセナ活動実態調査 (対象1全上場企業、非上場売上高上位

企業、企業メセナ協議会会員企業、当協議会顕彰事業「メセナアワード」応募企業等)への回答企業 2同調査対象外企業のうち、協議会調べ

企業◎調査方法:郵 送およびWEBによるアンケート調査◎アンケート実施期間:2017年 7月 ～9月 ◎回答企業数IB40社

几例・ 経年比較は、各年度により回答母数に差があるため、すべて比率での比較を行った ●特に年度の記載がない表は、2017年度の調査結

果である・ 表タイトルの0000年という記載は調査を実施した年を表している。「メセナ活動実態調査」では、前年度の活動実績についてアン

ケート調査を行つているため、2017年度の調査は2016年度の活動実績についての結果データである●比率は全て百分率(%)で表し、小数

点以下2位を四捨五入して算出した。したがつて、合計が100%を上下する場合もある・ 「複数回答可」の設間は、[MA]と表記した ●取り組

みの目的の各重視点の設間では、「取り組みの目的」の回答数を母数としている●表は「無回答」を除き、作成している

,一
γ(__めじ

S* : iEtortrED.EiEIEn https://www.mecenat.or.jpljalintroduction/research/
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ジャパンメセナとSDGs
2017年度 調査結果に寄せて

TOA[株 ]経営企画本部広報室主事/′

[公社]企業メセナ協議会 調査研究部会長

占村真也

「持続可能な開発目標(SDGs)」 への対応が社会的に盛り上がりつつあり、今年度の調査研究

部会でも、多くの議論を費やすこととなつた。残念ながらSDGsに示される社会課題、1 7Goals

1 69 Targetsに アートは含まれていない。だからといつて、無関係ではない。メセナが、芸術・文化

振興に加え、それを通じたさまざまな社会課題の解決、豊かな社会づくりを志向してきたことは

過去のレポートでもたびたび触れてきた。アートだからこそ、SDGsのすべての分野に関わること

ができる。それを、特定の社会課題解決とアートを結びつける、複合型メセナとして実践してきた

のがジャバンメセナだ。今年度のレポートは、この視座から編纂を行うこととした。

調査結果からも、こうした複合意識の定着が読み取れる。近年、メセナの取り組み理由として

「芸術・文化による社会課題解決」を挙げる企業は5割を超える水準を維持しており、今年度の

集計でも57.6%となつた。重視した点として「次世代育成・社会教育(63.8%)」「まちづくり・

地域活性化(60.3%)」が上位なのは例年通りだが、今年度初めて設定された選択肢「SDGs」

を挙げた企業も5.7%となつた。選択肢としている分野は、「環境」「社会福祉」など、そもそも

1 7Goalsと親和性が高い。2000年 代半ばから独自に進化してきた複合型メセナが、今、

SDGsと直接的に結びつこうとしていると言える。

さらに着目すべきは、メセナヘの取り組み理由だ。「社業との関連、企業価値創造のため」と

回答した企業が2年連続で7割を超え、比例するように企業自らが
″
自社らしい

″
企画を行う「自

主企画(64.2%)」 も増力日傾向にある。その活動根拠を、企業の存在意義である「企業理念」に

求める企業は5割に迫る。ここから読み取れるのは、メセナを自社の「経営活動の―環」と位置

づけ、自社にとつての価値を強く意識する企業の姿。投資家的な表現を使えば、複合型メセナ

による社会的価値の創出と、その活動を通した企業価値向上や本業へのプラス効果を、長期

的視点で統合する意識と言えるだろう。

04-Mccёηα[Rcρ Or`20ア Z



「複合」も「統合」も、ジャバンメセナが進化の過程で必然的にたどり着いた、一つの通過点。

それが今、社会が求める企業の在り方と合致し、急速に説得力を増しつつある。この契機にま

ず対応すべきは、これまでのメセナの取り組みを、SDGsを はじめとする社会的要請と組づけ、

必要に応じて再定義することだろう。その結果を広く発信していくことで、今日的なメセナの価

値を社会に提示し続けるべきだ。

その上で、紐づけや再定義に留まらない、新しいメセナの創出を期待せずにはいられない。

SDGsは、自社に足りない視点を指摘し、自社の強みを再発見するためのガイドライン。取り

組みを通して見えてきた新しい社会課題に、どのようなアプローチを試みるのか、企業の価値

想像力が試されている。いわば国際的な知恵比べの時代、アートがパートナーであることの優

位性は言うまでも無いだろう。

SDGsのために、メセナがあるのではない。メセナは18番目のGoalをも見つけ出す可能性

を秘めている。今こそ、ジャバンメセナが誇る独自性と多様性を発揮すべき時だ。

よしむら。しんや

1997年 より現職。企業広報業務と、社会貢献

メセナ活動の企画運営を兼務。音響メーカーと

しての自社資源を活用し、子どもたちと音楽が

出会う場を創出する活動を展開。日本アートマ

ネジメント学会、日本文化政策学会、各会員。
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資本形態
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2017年度調査結果概要

l
メセナ活動の方針

メセナ活動の基本方針の有無

10年前と比較して

「基本方針を策定」が

14.3%増 加

2017年の調査では、基本

方針を定めている企業は

67.8%。 2007年の調査と

比較すると、「基本方針を

策定している」と回答した

企業は14.3%増 加した。

近年、企業の説明責任が社

会から問われるようになり、

⊂SRレポート等にメセナ活

動の方針が記載されてい

るケースもみられる。

08-Mecenα l RttO′ 120′ /

2017年度 調査結果概要について

2017年度「メセナ活動実態調査」では、企業340社 (うちメセナ活

動実施302社 )から回答をいただきました。

2017年度の調査結果「メセナ活動の方針」「活動の手法」「担当部

署」「社員参画」の回答から、近年メセナ活動は以前よリー層、経営の

一環として企業活動の中に位置づけられるようになつてきたと考え

られます。今回調査を行つた項目の中から、「1.メセナの活動方針」

や「2.自主事業実施の割合」、「3.担当部署」、「4.社員参画」に焦点を

当て、近年のメセナ活動の傾向について回答結果を読み解きます。

メセナ活動の基本方針の有無 110年前との比較

2007年 SA/N=475

方針の策定あり53.5%

2017年 S〃N=258

67.8%

%114.3

その他 1.9%

方針は策定していない46.5%

30.2%



メセナ活動の基本方針

「企業理念」を

メセナの基本方針と

する企業は81社

メセナの方針があると答え

た 175件 のうち約半数

(46.3%)の 81社が、方針

として「企業理念」を掲げて

いる。次いで、「⊂SR方針に

準拠する」と回答した企業

は49社。⊂SR方針内でメ

セナ方針について言及が

あるという企業は26社で

14.9%だつた。

「メセナ活動として方針を

独自に策定」の担当部署別内訳

メセナ活動の方針を独自で

策定しているのは19社で

全体の 10.9%で あつた。

特徴として、本業の製品や

技術を活かし、独自性の高

いメセナ活動を展開してい

る企業が多く、メセナを担

当する部署は文化・社会貢

献等の専任部署の割合が

高い。

メセナ活動の基本方針
SAノN=175

言及がある

26社 11419%

「メセナ活動として方針を
独自に策定」の担当部署別内訳
SA/N=19

営業関連の部署

1社

独自に方針を策定している

19社 110.9%

文化0社会買献等の

専任部署

8社

企彙理念を

方針としている

81社 146.3%

09

128%

7社

EI蓮亜E□
3社



2017年度調査結果概要

l
メセナ活動の方針

メセナの方針資本金規模別

資本金規模別に「メセナの

方針」の内訳をみると、多く

の企業が「企業理念」を方

針 として い るが 、特 に

5′ 000万円未満の企業にお

いて「企業理念」の割合が

71.4%と高い。

資本金規模が大きくなるに

つれ、「企業理念」を方針と

する割合は減少する。5′ 000

万円未満と5′ 000万～1億

円未満の企業では「⊂SRの

方針に準拠する」の回答は

0%だが、1億円以上の企

業では「⊂SRの方針に準拠

する」が322%である。

10-Mecenot Report 2017

メセナの方針 資本金規模別
SA/N=165

企業理念を
方針と
している

71.4%

ている

14.3%

5,000万 円
未満
N=14

62.5%    42.7%

9.8%

25.0%

5,000万
～1億円未満
N=8

1億以上
N=143

12.5%

CSRの
方針内で
言及がある

14.3%

15.4,%)

CSR,F'‖こ
準拠する

32.2%



事例紹介

企業理念とメセナ活動

くひまわり》1888年

フインセント・フアン・ゴッホ

東郷青児記念

損保ジャバン日本興亜美術館

Ｉ
Ｌ

企彙名  損害保険ジャバン日本興亜株式会社 [保険/東京都]

メセナ活動 損保ジャバン日本興亜美術財団への協賛

ジャンル :美椰 1活D地域 :東京都 1活動年数 :1976年～

http」ソWWW・朝nk‐muSeum・ 。rg′

損保ジャバン日本興亜は、「安心・安全・健康」な暮らしをひとつ

なぎで支える企業グループとして、文化・芸術の振興を行つて

いる。同社は、社会に奉仕するという創業当時からの理念をも

とに1976年 、当時同社とゆかりの深かつた画家・東郷青児のサ

ポートを得て、西新宿にある現在の「東郷青児記念 損保ジャパ

ン日本興亜美術館」を開設した。1987年には、創業 100周年

を記念し、同社の創業と同じ1888年に描かれたとされている

ゴッホの《ひまわり》を同美術館に収蔵。以来、30年以上に渡り、

多くの方に鑑賞されている。

美術館には、東郷青児、ゴッホを中心にゴーギャン、セザンヌ、グ

ランマ。モーゼスほか、新進作家の発掘・支援を行う公募展の受

賞作品等約630点を収蔵している。2020年春には同敷地内

に、これまでの理念を引き継ぎ新美術館を建設予定でもある。

社会貢献活動の一環として行つている学校教育支援も新美術

館で継続する。

磯鯰1瑣瓦l理疇
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2017年度調査結果概要
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メセナ活動の手法

メセナ活動の手法
企業数ベース

10年前と比較して、

自主企画・運営による

メセナ活動が増加

近年、自主事業の割合が増

力日傾向にある。10年前の

2007年 調査と、2017年
では、「他団体への支援・提

供」の割合が減少し、「自主

企画・運営」によるメセナ活

動が増力日している。

各企業が独自に企画や運

営を行い、独自性の高い活

動が行われている。

12-ν ecё″α
`Rttο

′12θ′/

メセナ活動の手法 企業数ベース 110年前との比較

2007年 M〃N=475

自主企目・運営57.9%

2017年 MⅣN=302

64.2%

プログラム手法「他団体への支援・提供」内訳
MA′N=302

資金支援

マンパワーの提供

23.594)

場所の提供

‐・  12.3%

製品・サービスの提供
非資金支援

9.3%

技術・ノウハウの提供

5.39ん

他団体への支援。提供82.5%

64.9%



事例紹介

自主企画0運目による

メセナ活動

2017年 4月 2日 第34回アンデルセンの

メルヘン大賞授賞式の様子

僣●1住 ,・
‐

アンデルセングループは、創業者 高木俊介が食生活の向上に役立

ちたいと戦後の広島で1948年に創業したベーカリー企業。高木氏

が初の欧米視察へ出かけた際、デンマークでデニッシュペストリーの

おいしさに感動し、日本初のデニッシュペストリーを発売。そして交

流の中でデンマークの暮らしぶりにも感銘を受け、デンマークをお

手本としている。「アンデルセン」「リトルマーメイド」の店名は、デン

マークを代表する童話作家八ンス・クリスチャン・アンデルセンから名

付けられ、創業35周年には童話作家アンデルセンが物語を通じて

人々に夢や希望を与えたことになぞらえ「アンデルセンのメルヘン

大賞」を創設、毎年開催している。一般部門。こども部門でそれぞれ

物語を募集し、全国から約 1′ 500点が集まる。受賞作品には、選考委

員を務める5名の画家やイラストレーターの挿絵がつき1冊の絵本

となり、「アンデルセンのメルヘン文庫」として刊行されている。これ

まで、34冊がつくられ、店舗を中心に販売している。

企業名

メセナ活動

企業名

メセナ活動

株式会社アンデルセン・バン生活文化研究所

アンデルセンのメルヘン大■ [食料品/広島県]

ジヤンル :文字 1活聰地城 :全目 1活動年敵 :1983年～

htp:″www.andersen_group.Jp′ meruherindex.htmi

NISSHA株式会社 [その他製品/京都府]

「まちくさみつけ」3回実施

(NPOとの協●による児童向け環颯 +アートのワークショップ)

ジヤンル :羹術 1活動地燿 :京都府 1活動年数 :2009年 ～

httip:〃 machikusa.nissha.c。
"rindex.htmi

NISSHAは 、社会貢献基本方針に基づき、工場周辺の清掃活動のほ

か、地域の小学校を社員が訪問する「環境学習」などを実施してきた。

さらに地域とのコミュニケーションを深めたいとの思いから、将来世

代支援につながるワークシ∃ップ「まちくさみっけ」を2010年に開始

した。「まちくさみつけ」は、京都に住むアーティスト重本晋平によつ

て考案され、「まち」とそこに生える「くさ」をひとつの風景として見

立て、独自の命名や分類をするというもの。「NPO法人こどもとアー

ティストの出会い」と協働し、主に小学生を対象としたプログラムを

制作、継続的に実施してきた。アートの力をもって子どもたちの想像

力や感性を育むことを目指すNPOと、小学校での環境学習などに取

り組む同社が、それぞれの特色を活かして連携している。NISSHAは、

さまざまな事業活動を通し、人々の豊かな生活の実現を目指す。「ま

ちくさみつけ」の活動には、未来を担う子どもたちが、その感性と自

由な発想・表現力をより豊かにし、自然環境に対する思いをさらに深

めてほしいとの願いがこめられている。
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2017年度調査結果概要
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D
メセナ担当部署

担当部署 経年比較

傾向は変わらず、

総務部署が 17.5%o

CSR部署は16.6%

メセナ活動を担当する部署

は、総務部署が17.5%と一

番多く、次に僅差の16.6%
で⊂SR関連の部署、3番目

には149%で広報関連の

部署となつている。上位3

つの 回答 は、2015年 、

2016年の調査でも同様に

上位にあげられ、2年連続

で総務部署という回答が 1

番多い結果となつた。

14 Mecenot Repart 2017

担当部署 1経年比較 2015年～2017年

18

総務関連の部署

16

14 CSR関連の部署

12  文化・社会貢献等の専任部署

10

営業関連の部署

経営企画関連の部署

4

広報関連の部署

社長室・秘書室関連の部署

20%

宣伝関連の部署

|

|

|

L_ 系列の財団

2

0

2015年
SA/N=397

2016年
SA/N=345

2017年
SA/N=302



担当部署資本規模別

企業の資本規模別に担当

部署の内訳をみると、その

傾向が資本金の規模によっ

て異なることがわかる。企

業の資本金が大規模にな

るほど⊂SR関連部署の割

合が多くなり、資本金が小

規模になると文化・社会貢

献等の専任部署の割合が

高くなる。

5′ 000万 円未満の企業で

は、文化・社会貢献等の専

任部署の割合が最も大き

くなつており、ギャラリーや

劇場、資料館など、より専門

的で独自の活動を行つてい

るケースが見られる。

担当部署 資本規模別

4.8%

9.5%

28.6%

5.000万円
未満
N=21

社長室・秘書室関連の部署 4.0%

上記以外の部署 2.2%

系列の財団

特に担当部署を決めていなかつた 2.7%

その他 4.4%

■■■ |

27.3%

18.2%

5,000万～

1億円未満
N=11

5.3%

16.0%

12.0%

1億円

N=225

圏 |

営業関連の部署

経営企画関連の部署

総務関連の部署

宣伝関連の部署

広報関連の部署

CSR関連の部署

文化・社会貢献等の

専任部署

以上

9.5%

15

9.1%

27.3%

9.1%

20.4%

3.696

9.5%

9.5%

9.5%

¨
¨
る　̈

‐
５９

¨
９
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社員参画

2017年度調査結果概要

4

社員参画数

100人以 11の

社員参画が

増加傾向

メセナ活動への社員参画

数は、1～ 5人と回答した企

業78社と一番多く、次いで

回答が多かつたのは100人

以上の61社である。

直近の 3年 間 (2015年、

2016年 、2017年 )で比較

すると、100人以上と回答

した企業が増加傾向にある。

15 Mecenot Repart 2017

社員参画数
SA/N=252

78

61

■
■

がヾヾ.ト

イ
タ

ダ

バゝ =

゛

が`
:

が

、`C
3ヽドJヽ

ヾ
:″́

つ

※「不明」「無回答」を除きグラフを作成

社員参画数 1経年比較 2015年～2017年

5～ 1
30人

1～ 5人

2015年 S〃N=397

2016年 SⅣN=345

2017年 SⅣN=302

16.89′6

25,9% 13.41%)

フ.8%

6.3

10.1

%
29,09る ■5.4%

7.89る|

9.9%25.8% 13.9%

フ.3961

※「その他」を除きグラフを作成

20.2%

22

42

30

4

る



104

社員参画の種類

「業務の一環としての参

画」が一番多く113社 、次

いで「展示やコンサート等

への参加」が104社、3番目

に「ボランティアでイベント

運営への参画」93社となつ

た。「企画段階からの社員

参画」という回答も多く、就

業時間内での参画や、業務

の一環としてメセナ活動ヘ

の参画が組み込まれてい

ると考えられる。

社員参回の種類資本規模別

資本金の規模別に社員参画

の種類をみると、規模にかか

わらず3～ 5割が「業務の一

環として参加」となつている。

2020年 に向けた取り組み

として文化庁で「アートプ

ロボノ」を促進しているが、

「プロボノ」と回答した企業

7社 は、全て資本金規模が

1億円以上の企業である。

社員参画の種類 1資本規模別

5,000万円未満 M〃N=27

18.5%

5,000万 ～1億円未満 M〃N=12

16.フ %

1億円以上 M〃N=250

33.6%

社員参画の種類
MA/N=247

93

L+tn*ro
Ef.lvr-F

四

図
04%

I   L_その他

ヒ_特に社員

113

２一
７一

そ
の
他

特
に
社
員
参
画
は
な
い

業
務
の
一環
と
し
て
参
加

プ
ロ
ボ
ノ
と
し
て
の
参
画

寄
付
等
に
社
員
か
ら
の
募
金
が
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外
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の
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ト
等
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と
し
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等
へ
の
参
画

37.09る 7.4%

50%

37.2%

企画段階
からの参画

業務の一環
として参加

等への参加
_ボランティアとして
イベント運営等への参画

プロボノとしての参画
参画 lま ない

25.996     18159る

58.39る 16.79る   16.79る

12.4% 26.89イ ,

2.8%
34.49る

寄付等に社員からの募金がある
17

33

77

40



2017年度調査結果概要

時事トビックス

SDGsとメセナ

メセナの|1的が

「芸術。文化による

社会課題解決」は

約5割。SDGsと 回答した

企業は10社

「持続可能な開発のための

2030アジェンダ」が2015
年9月 に国連総会で採択さ

れ、以降各企業の⊂SR戦略

や⊂SRレポートでSDGsヘ
の言及がされている。

17の目標に芸術・文化の言

葉は含まれていないが、近

年実施した実態調査で企業

メセナの取り組みの目的に

ついての回答で「芸術・文化

による社会課題解決」を目

的の一つに据える企業の割

合は半数を超える。また、そ

の中で「特に重視した点」に

ついて、「次世代育成・社会

教育」という回答が111社

と一番多く、次いで「まちづ

くり・地域活性化」という回

答が105社、3番 目に「社会

福祉」54社だつた。2017
年から「SDGs」 という選択

肢を新たに設けたところ回

答した企業は10社となつた。

18-Mcccρ Oよ Rcρ O′12077

メセナ取り組み理由 経年比較

芸術・文化支援のため

2017+ MA./N=302

芸術。文化による社会課題解決の為

社業との関連、企業価値創造のため

※各項目の重視した点はP22を参照

79.8%

57.6%

72.2%

◎

52.1%

57.1%

60:2%

72.2%

2015年 MAノN=397 69.0%

2016年 M〃N=345 80.9%



「芸術文化による社会課題解決のため」で特に重視した点
MA/N=174        111

38 40
35

持続可能な開発目標 [SDGs]17ゴール

1 貧困の撲滅

2.飢餓撲滅、食料安全保障

3 健康・福祉

4 万人への質の高い教育、生涯学習

5 ジェンダー平等

6 水 衛生の利用可能性

7.エネルギーヘのアクセス

8.包摂的で持続可能な経済成長、雇用

9.強靭なインフラ、工業化・イノベーション

10.国 内と国家間の不平等の是正

11.持続可能な都市

12持続可能な消費と生産

13.気候変動への対処

14海洋と海洋資源の保全 持続可能な利用

15.陸 域生態系、森林管理、砂漠化への対処、生物多様性

16平和で包摂的な社会の促進

17.実施手段の強化と持続可能な開発のための

グローバル・パートナーシップの活性化

105
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2017年度調査結果概要

時事トビックス
SDGsとメセナ

メセナ協議会では、2000
年代後半から傾向として現

れはじめた芸術分野と他の

社会貢献分野を横断するメ

セナ活動を「複合型メセナ」

と呼び、2008年 から実施

状況の調査を行つている。

2008年 、2009年 の調査

結果から「地域活性・まちづ

くり」「青少年教育」「福祉」

「国際交流・多文化共生」

「環境」といつた分野との協

働・連携したメセナ活動が

みられるが、これらの分野

はSDGsの 17分野とも関

連を捉えることができる。

企業メセナはSDGsよ り以

前から、多様な社会課題解

決を見据えながら、活動を

行つてきたことがわかる。

20 -一 Mご ccρ ο
`Rcρ

Or1 20,ア

参考資料

芸術分野と他分野の複含型メセナ 12008年。2009年

まちづくり。地域活性化

2009年 M〃N=212

青少年教育

国際交流・多文化共生

福祉。医療

スポーツ

52.4%
43.7%

49.5%
43.フ %

環境

23.5%

23.5%

33.0%

32.5%

31.19る

30.1%

14.6%
|||118.2%
災害救援・防災

8.5%
12.2%
育児支援

8.0%
||16.0%
科学技術

8.0%
|14.4%
平和

5.2%

|13.8%
人権

2.8%
12.2%
その他

5.7%

2008+ MA/N=I83
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事例紹介

2017年度メセナアワード

でメセナ大賞を受賞した三

菱地所株式会社「三菱地所

のSha‖ Weコンサート(出

張コンサート)」 は、地域交

流と社会福祉を目的に、演

奏家とともに学校を訪問し、

企画・運営・実施するコン

サートをホール等で開催し、

音楽による福祉支援を行つ

てきた活動である。

芸術分野である音楽を

ベースとしながらも、「地

域」や「社会福祉」への分野

の目的を併せ持つ、「複合

型メセナ」と捉えることが

できる。長年にわたつて障

がいのある子どもたちヘ

音楽鑑賞・体験の機会を創

出し、豊かな感性を育んで

きていることは、芸術文化

の振興のみならず、社会福

祉や地域への貢献をもた

らしている。

企業名  三菱地所株式会社

メセナ活鵬 三菱地所のSha‖ Weコンサート[出張コンサート]

ジャンル :音楽 1活働地燿 :東京都 1活動年数 :2002年 ～

「Sha‖ Ⅳ`eコンサート」は1996年より始まり、当初は地域交流

と社会福祉を目的に、自社で企画・運営・実施するコンサートを

ホール等で開催、音楽による福祉支援を長年にわたつて行つて

きた。2004年からは出張コンサートとして、毎年、都内特別支

援学校60校程の小中高等学校を対象に実施校を募り、年 5′ 6

校で実施。これまでにのべ76回を開催し、参加した児童・生徒

は1万人以上にものぼる。学校への呼びかけから、全体のコー

ディネート、企画・制作を社員が担当し、出張先の学校とコミュ

ニケーションを重ねながら、各学校の状況と要望に応じたプロ

グラムを演奏者とともにつくり上げる。まさに手づくりのコン

サートとして、三菱地所の手づくり型メセナ活動の伝統を引き

継いでいる。

演葵者 :MUSIC PLAYERSおかわり団

演奏者 :こけももプラスクインテット
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2017年度 調査結果分析

l
取り組みの目的

取り組みの目的

「社業との関連、企業価値

創造」は、引き続き約7割

昨年に引き続き「a.芸術・文

化振興」が約8割 、次いで

「c社業との関連、企業価

値創造」が約7割である。今

年度も引き続き「c社業と

の関連、企業価値創造のた

め」が高いことから、芸術文

化の振興はもちろんのこと、

メセナ活動が企業のブラン

ディング形成等で社業や経

営の一環として定着してき

ていると考えらねる。

特に重視した点

各項 目で「地域」の

回答が約5～ 8割。

「次世代育成。社会

教育」、「自社イメージの

向上」も増加。

a～ cの各項目ともに「地域

との関係づくり」を、5割 ～

8割 の企業が重視した点に

挙げている。2016年の結

果に引き続き、回答割合は

高い。「社業との関連、企業

価値創造」の項目では、「地

域社会との関係づくり」に

次いで、「自社イメージの向

上」が52.2%か ら70.6%
に増加した。

22-Mdcinot Report 2017

取り組みの目的・重視した点 1経年比較 2016年。2017年
a.芸術。文化支援のため

2017年 M〃N=302241社 79.8%
||||12016年 MA/N=345279社 80.9%

特に重視した点

芸術・文化全般の振興
74.3%

60.39る

地域文化の振興

56.8%
45.2%

青少年への芸術。文化教育

42.79る
33.6%

着手など0ヨ輛壼へ●
=饉2つ 00′:

27■ %″
・

口●文化支籠

‐‐■15=″
%

日本の伝籠
=饉
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‐■■1」説%
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b.芸術。文化による社会課題解決のため

2017年 M〃N=302174社 57.6%
■■■ 2016年 M〃N=345197社 57.1%

特に重視した点

次世代育成。社会教育

c.社業との関連、企業価値創造のため

2017年 M〃N=302218社 72.2%
■■■ 2016年 M〃N=345249社 72.2%

34.89る

まちづくり。地域活性化

33.9%
社会福祉

|||||||117.4%31.0%
災害被災地支援

■■■■11.3%23.0%

学術・研究

||||||112.5

特に重視した点

地域社会との関係づくり

自社のイメージの向上

顧客との関係づくり

52.2%

46.31%,
35.9%

63.8%

60.39る

58.3%
82.6%

70.6%

自社の企業文化の確立

■7^0ス
27.0%″

・‐′°

自社を知つてもらうため

22.494)
% 22.9%

企業の独自性の打ち出し

35.8%

■■■■■■■ 21.4%32.6%
宣伝広告としての効果

‐‐‐ 20.計
4%

‐‐■16.5矛
1%

施設等、自社資源の有効活用
‐‐ 12.識

2%

文化関連業務が事業化されている

■■lフ .8冴
6.1%

優秀な人材を社員として獲得

■3現:る

国際交流。国際支援

■■■12.5″
.8%

環境

‐‐11.甜
1%

スポーツ

■■■9.3研
7.2%

健康。医療

■■|フ .2冴
4.9%

NPOの基盤形成

■14.1%%
育児支援

‐6カ脳
防災・防犯

■3.:′
%

科学技術

■33が
SDGs[持続可能な開発目標]

5.7%
0.0%(2017年 に新設選択肢のためデータはなし)

人権

_5.2%
■3.2%
雇用創出・就労支援

■島ψ
平和

_2.9%
12.0%

23
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事後評価・

活動の成果

事後評価の有無

事後評価実施は

35.9%から

44.4%に増加

事後評価を実施している企

業は2016年 359%か ら

2017年44.4%に増加した。

企業への説明責任が求め

られるようになつてきてい

るため、企業メセナにおい

ても事後評価の重要性が

高まつてきていると考えら

れる。

24-Mecёηα
`Rcρ

OrF 20ア Z

事後評価の有無 1経年比較 2016年・2017年

2016年 SA/N=284

行つている 35.9%

2017年 S〃N=268

44.4%

事後評価の観点 1経年比較 2016年。2017年

プログラム実施によつて、社会に対する効果・影響があつたか[社会的意義]

2017年度 MA/N=119       66.4%

設定された日標に対してプログラムが有効と思われるか[妥当性]

52.1%

目標を達成するために必要最小限のコストか[経済性]

29.4%
■■■E璽□
投入された経営資源に対する最大の成果が出ているか[効率性]

31.9%
■■■E璽□
設定された日標をどのくらい実現できたか[達成度]

51.3%

その他

5.0%

le.sw

その他 記述回筈

◎― ― 作品投稿者数、大会当日の来場者数

◎  ― 社会的価値(評価)に加え、本業に対してどのような価値(評価)をもたらしたか

0-上 記項目を含めた社内レビューを実施

◎ 
―

メディアによる記事化の有無

◎  ― 収支実績は予算範囲か、企画運営面での課題や反省点の抽出

%8.5

特に行つてない64.1%

2016年度 M〃N=102 72.5%

56.9%

52.0%

55.6%



事後評価の活用

次年度策定への

活用が多数

事後評価は、次年度のプロ

グラム策定に活用している

という回答が最も多かつた。

32頁の「予算策定方法」で

前年度実績という回答が多

かつたことと合わせみると、

事業評価が次年度の予算

計画につながつていること

がうかがえる。評価は対外

的のみならず、社内の理解

を得るためにも活用されて

いることがわかる。

事後評価の手法
Mん′N=119

アンケート

参加者数

担当者による振返り、エビソード評価

メディア掲載

第二者評価

26121.8
コスト

第三者評価者の実施者内訳
4ヽAyN=26

13150%

13150%

2177%

81308%

41154%

I e I s.ov"
社員

役員

コンサル

有識者

その他

追跡調査

!r I o az
その他

lz 1t%

事後評価の活用
Mん′N=119

次年度のプログラム策定に活かす

業務の効率化の為の目安にする

32126.9%
社内外理解を得る為に役立てる

50142.0%
社外広報

35129.4%
活用無し

1108%
その他

4134%

100184.0%

82168.9%

79166.4%

74162.2%

58148.7%

25

事後評価の手法

アンケート、参加者数、

担 当者評価が多数

活動の参加者によるアン

ケート、参力日者数が多かつ

た。数値だけでは測りきれ

ない成果を知るために「工

ピソード評価 X」 も、メセナ

活動の成果を伝える一つと

して用いられている。

※エピソード評価につしヽては

2008年に調査研究部会で議論を行い、

円卓会議を実施。

詳細が『メセナnote vo1 59

2009/01-02Jに 掲載されている。
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事後評価・
活動の成果

活動の成果

芸術文化振興、

地域、自社ブランド

向上が多数

「芸術文化理解・振興」が最

多。2番 目に「地域社会が変

化」。3番 目に「自社ブラン

ドの向上」という結果となつ

た。22～ 23頁「取り組みの

目的」と、同様の回答が上

位にあがつた。

その他、企業メセナでは社

員参画も多様に行われて

いることから(16～ 17頁

参照)、「一体感醸成」や「社

員啓発」といつた社内への

影響も成果として捉えてい

る企業もある。

26-ν ёcごροι Rcρ Orよ 2077

活動の成果
Mん′N=119

実施地域での芸術文化理解・振興がすすんだ

フ9166.4%

地域や社会にプラスの変化が起きた

57147.9%

自社ブランドが向上

53144.5%

対魚者のステップアップの一助になつた

46138.7%

宣伝効果

42135.3%

社員理解や一体感の醸成

36130.3%

社員啓発につながつた

35129.4%

顧害開拓、サービス向上

18115.1%

自社の技術を活用、本業へのフィードバック

9176%

その他

514.2%



2017年度 調査結果分析 1 新規/′継続 実施件数ベース
SハノN=1.592

3
メセナ活動の
プログラム
[継続年数・分野]

継続実施の

プログラムが多数

約8割のプログラムが継続

して実施されている。

継続年数をみると、10年以

上実施のプログラムが多数。

30年以上続く、長期継続の

プログラムも約11%ある。

メセナでは長きにわたり地

道な活動がなされているこ

とが表されている。

このように長期的に続くプ

ログラムだからこそ、左頁

の「活動の成果」における

「芸術文化の理解・振興」や

「対象者のステップアップ」

といつた成果が現れてくる

のだと考えられる。

76.8%
継続

継続年数
SA/N=1′ 223

1～ 10年未満

357件

29.2%

| ※「無回答」を除きグラフを作成

19.4%
新規

309イ牛

238イ牛

27

■
日

1,223件

‐1.1%

159件

19.5%
10～ 20年未満

30年～

136件
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3
メセナ活動の
プログラム
[継続年数・分野]

多彩な分 野 で

行 われるメセナ活動

音楽、美術が多数だが、地

域の祭りや郷土芸能を支え

るメセナ活動も多い。

分野別の詳細は、音楽、美

術、舞踊の分野を調査した。

音楽はクラシック、オーケス

トラが多数。

美術は、洋画、日本画が多

いが、3番 目は現代美術で

ある。

舞踊は、バレエ、日本舞踊、

舞踏が多数。

3分野ともに研究や評論、

アートマネジメントといつた、

学術やマネジメントをサ

ポートするメセナも少数な

がらあり、多彩な分野でメ

セナ活動が行われているこ

とが明らかになった。

28-Mё ccρ ο[Rcρο′r20,ア

分野 実施件数ベース
�lA/N=1.592
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美術分野詳細 企業数ベース
M〃N=302

洋画

日本画

現代美術

彫刻

写真

版画

保存。修復

アートマネージメント

評論・研究

631209%

551182%

441146%

371123%

371123%

3611190′6

6112029′6

18169′6

13143%

131430/6

音楽分野詳細 企業数ベース
M/VN=302

361119%

25183%

191639/6

191639′ 6

17156%

13143%

5117%

5117%

2107%

舞踊分野詳細 企業数ベース
M/VN=302

クラシック音楽

オータストラ

ジャズ

邦楽

ロック・ボップス

唱歌

現代音楽

民族音楽

電子音楽

評論・研究

アートマネージメント

13014300/6

パレエ

日本舞踊

舞踏

コンテンポラリー

フラメンコ

′ャズダンス・ヒップホップ

アートマネージメント

評論。研究

161539/6

913%

913%

612%

311%

1103%

1103%

1103%
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4
活動事業費

堅調な事 業 費

メセナ活動費総額は、回答

数の変化などにより経年比

較には注意を要するが、地

道なメセナ活動は継続され

ている。2017年は回答数

の減少のため、2016年 と

比較をすると活動費総額は

減少しているが、活動 1件

当たりの事業費は、最多が

100万～300万 円未満、次

いで50万～ 100万円未満

が多い結果となり、変化は

見られない(2016年 は、最

も多 い 回答 が 100万 ～

300万円未満、次いで多い

回答は50万～ 100万円未

満)。

30-ν ごccη οι Rcρ Or1 20,7

※「無回答」を除きグラフを作成

活動1件あたりの事業費 1実施件数ベース
SA/N=829

|
II

13し  1

-.loEts'FF s-E
10万ヽ20万円未洒 7

2oE-3o7ttsrFfi 5 

-E
3oE-4ortE,tff 7,,-E
4oE-so)rE*r e E

50万ヽ100万円未満 36

1008-.300E8*F 54

3ooE--sooEB*r le IEI
sooE-1,oooEE*n 32 

-El,OOOE.'3,OOOEErfrr 32-E
3,OOOE-5,OOOEHX* 14 lE

s,oooE-1EFI*fi 3d
1億円以上  15

7

1,000万 ヽ3,000万 円未洒

3,000万 ヽ5,000万 円未洒

5,000万 ～1億円未洒

1億～5億円未満

5億～10億円未満

10億円以上

他団体への支援・提供

自主企画・運営

企業のメセナ活動費総額 1資本金別企業数ベース
SA/N=197

ヽ100万 円未満 3日■目■口
100万 3ヽ00万円未洒 2回蒻鰈晰晰顆秒閻馨 4111‐|□

300万～500万円未満口隋隋鰈藤絋・l□

500万～1,000万円未満 2罐燎洟笙2■■■躍玲灯
3    6    6

3●1目帥|□

翫1日曰 4□
11日 3■■ロ

11回 2日

4ロ

資本金

5,000万円未洒

5,000万 ～1億円未満

1億～10億円未洒

10億～50饉円未満

50億～100億円未満

100億～500億円未洒

500億～1,000億円未洒

1,000億円以上

78

92

103
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2017年度 調査結果分析 予算の策定方法 (自 由回答欄より抜粋 )

「前年度実績に基づく」という回答が最多であったため、それ以外の回答を掲載。

4
活動事業費

地域への貢献や連携度を考慮

◎ 地域に役立ち、どの程度貢献できるかを根拠としている。[小売 1福岡]

◎ メセナ活動については、基本理念「地域住民への生活モデルの提供を通して、

地域社会になくてはならない存在であり続けること」に基づき策定された社

会貢献活動方針に則して実施している。活動予算に関しても、上記理念およ

び方針を根拠として決定している。[小売 1大阪]

◎ 新規実施に際しては、地域貢献・事業との関連を考慮し方針・予算化を検討し

ます。継続に関しては、内容・効果・評価を総合的に実施し継続すべきと考える

物に関し予算化を実施。[機械 1愛媛]

具体的な算出方法
◎ 前年実績を踏まえ、次年度の計画を立て、それぞれに予算を設定。コンサート1回開催につき予算総額100万円、展覧

会1回開催につき予算総額200万円を基本に考える。[食料品 1群馬]

◎ 税引き前利益の1%を拠出。[小売 1福岡県]

0関連事業の売上規模に対する一定の割合で予算組み。[その他製品 1東京]

0アーティスト経費、制作費等は、一定の社内基準を設けている。基準に基づき、企画ことに積算見積を実施、翌年度の予算化

を行つている。その際、「前年度実績」はある程度考慮するが、「参加者数」が予算に与える影響は少ない。[電気機器 1兵庫]

ブランディング・社業との関連性
◎ 過去の実績・評価、社外 (関係ステークホルダー)との関係、事業との関係等。

[ゴム製品 1兵庫]

◎ 企業理念と、理念に組づくブランドアイデンティティーに合致した取り組みで

あるかどうかの精査。[陸運 1東京]

0次のステージにむけてのキッカケとなる「挑戦しがいのあるテーマや切り口」が

あること。プロジェクトを推進することで、新たなパートナーが開拓できること。

実績が、自社のユニークさを先鋭化できること。以上の取り組みにより、自社の

商品・サービスに付加価値(労働集約ではない)がつくこと。[サービス 1東京]

その他
0社会的価値提供の量と質。[情報・通信 1東京]

0社会貢献活動全体の方針とメセナ活動支援方針 (文化芸術活動の継承と発展

に貢献、次世代の育成に貢献、地域の社会文化の発展に貢献)。 前年度実績 (主

催者からの実施報告内容、参加者数、社員反響、来場者反響)[化学 1東京]

◎ 当年度の施策実施内容を吟味し、前年度実績や他社動向等を踏まえ、予算の

妥当性等を検証。[情報・通信 1東京]

◎ 前年度実績 (継続性)、 投資効率。[その他製品 1東京]
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2017年度 調査結果分析

"‐¬ヽ

J
時事設問

2020年に向けた
文化プログラムの実施について

実施企業は12社。

着手予定、検討中も

増加傾向。

12社が既にプログラムを

実施していると回答。「東京

2020文化オリンピアード」

や「beyond 2020」 等の認

定プログラムも開始された

ことを受けて、徐々に2020
年を意識したメセナ活動が

増加傾向にある。公式スポ

ンサーの有無にかかわらず、

企業では文化プログラムの

実施が検討されている。ま

た、具体的なプログラムと

して、既にメセナとして継続

的に実施してきた活動を、

認証を取り、実施している

企業も複数あつた。

2020年に向けた文化プログラムの実施について
|

経年比較 2015年～2017年

既に実施 4.フ %
今年度から着手1.6%
来年度から 2.3%
実施予定
0.4% 0.フ %

プランを 18.1%
検討中
18.5%

考えている
3.7%

検討中
20.8%

2017年 16年 015年

とくに考えていない
フ4.8%

具体 的な プログラム内容や方針 。プログラムの実施 によつて

2020年以降 に企業 として残 したい レガシー (遺産 )について

[自 由回答欄より抜粋]

◎ 既存の活動をベースに検討。[情報・通信 1愛知]

◎ オフィシャルサポンサー以外の企業がオリバラに関連する活動を推進するこ

とは現実的には難しいと考えられるが、「beyond2020」 認証取得したプロ

グラムとして、障がいのある子どもたちの可能性の応援、才能育成、自立支援

を目的とした絵画コンクールを実施している。[不動産 1東京]

◎ 博物館と共同で国宝や海外美術館蔵の作品 (高精細複製品)による新しい美

術体験となる展覧会を実施。オリンピック・パラリンピック教育の一環として

も位置付けている。国際交流の礎となる日本文化の理解を育むとともに、日

本が得意とする映像技術を体感することで、日本人の自覚と誇りの醸成につ

ながる(レガシー)と考えている。[電気機器 1東京]

◎ 日本の伝統芸能・伝統音楽の国内公演もしくは邦楽の海外公演を検討中。

[サービス 1東京]

◎ 文化プログラムの活動舞台となる戦後建築された劇場や博物館が、大規模

修繕や建て替え時期を迎えている。地域や社会に影響を与えた建物になれ

ばなるほど、過去の利用者や所有者の大切な想いがあり、次の新たな建物に

どのように活かし、次の文化活動の舞台を築くかが課題である。そこで、

2014年より当社の手がけた作品紹介、建築技術紹介を行う展示会を開催し

ている。当社の東京本店がある江東区は、2020年 のオリンピック施設が最も

数多く立地する場所であり、これを機に増加する来訪者 (観光客)、 変化して

いく街並み、新たな文化活動等、地元企業として地域と連携して魅力あるま

ちになるよう寄与したいと考えている。[建設 1大阪府]

◎ オリンピック・パラリンピックを題材とした教育プログラムやオリンピックを活

用した映像制作教育プログラムなど、これまでの次世代育成支援のノウハウ

などをうまく活用して実現するプログラムを展開。[電気機器 1大阪]

◎ たびたび協賛しているアーティストとそのプロデュース会社にて、オリンピッ

ク向けへの施策を検討しているので、それをサポートする計画。パラリンアー

トヘの製品協賛を2016年 より実施し、その後のパラリンピックヘの展開を期

待。[その他製品 1東京]

75.5%
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公益社団法人企業メセナ協議会 会員一覧 [2018年 2月 6日 現在五十音順]

企業メセナ協議会は下記の会員の参加を得て運営しています。

正会員 [137社 団体]

[特非]アートネットワークジャバン

[株]アーバネットコーボレーシヨン

[株]|&S BBDO

[株]IHlエスキユーブ

[株]AOI Pro

朝倉不動産 [株 ]

[株]アサツー ディケイ

アサヒグループホールディングス[株 ]

[株]朝日広告社

[株]朝 日新聞社

朝日放送 [株 ]

[株]板室観光ホテル大黒屋

一帆会 昭和電エグループ

[株]NHKエデュケーショナル

[株]NHKエンタープライズ

[株]NHKプロモーション

MS&ADイ ンシュアランス

グループホールディングス [株 ]

大阪ガス [株 ]

[株]大塚商会

[株]大林組

[株]沖縄タイムス社

[株]オンワードホールデイングス

花王 [株 ]

鹿島建設 [株 ]

カトーレック [株 ]

キッコーマン [株 ]

キヤノン [株 ]

京セラ [株 ]

グリー [株 ]

[株]ク レディセゾン

[株]幻冬舎

[株]講談社

[株]光文社

コスモエネルギー

ホールディングス [株 ]

[株]サイバーエージェント

[株]産業経済新聞社

サントリーホールディングス [株 ]

三和酒類 [株 ]

」XTGエネルギー [株 ]

しずおか信用金庫

[株]資生堂

清水建設 [株 ]

[株]集英社

[株]小学館

新日鐵住金 [株 ]

GMOイ ンターネット[株 ]

[株]ジェイティービー

住友生命保険 [相 ]

積水化学工業 [株 ]

[公財]セゾン文化財団

全日本空輸 [株 ]

損害保険ジヤバン日本興亜 [株 ]

大正製薬 [株 ]

大成建設 [株 ]

第一生命保険 [株 ]

ダイキンエ業 [株 ]

大日本印刷 [株 ]

[株]大和証券グループ本社

大和八ウスエ業 [株 ]

[株]竹 中工務店

千島土地 [株 ]

中外製薬 [株 ]

中部日本放送 [株 ]

TOA[株 ]

DIC[株 ]

テルモ [株 ]

[株]テ レビ朝日

[株 ]テレビ東京

[株]電通

東京急行電鉄 [株 ]

[株 ]東京国際フォーラム

東京電カホールディングス [株 ]

[株]東京ドーム

[株]東京放送ホールディングス

[株 ]東芝

[株]東北新社

[株]東横イン

凸版印刷 [株 ]

トヨタ自動車 [株]

中村ブレイス [株 ]

日清食品ホールディングス [株 ]

日本テレビ放送網 [株 ]

日本電気 [株 ]

[株]ニッポン放送

日本オラクル [株 ]

[株]日 本経済新聞社

日本毛織 [株 ]

[株]日 本廣告社

日本生命保険 [相 ]

日本たばこ産業 [株 ]

[株]ネクシィーズグループ

野村ホールディングス [株 ]

[株]自寿生科学研究所

[株]博報堂

[株]長谷エコーボレーション

[株]パソナ

バナソニック [株 ]

[株]原 田

[株]パルコ

東日本電信電話 [株 ]

東日本旅客鉄道 [株 ]

久光製薬 [株 ]

[株]日 立製作所

[株]ファーストリテイリング

[株]フェリシモ

富士ゼロックス [株 ]

[株]フジタ

富士通 [株 ]

[株]フジテレビジョン

富士フイルム [株 ]

[株]ブルボン

ブルームバーグ エル ピー

[株]ベネッセホールディングス

[株]ベネフィットワン

[株]ホテルオークラ東京

[株]毎日新聞社

[株]マガジン八ウス

[株]みすほフィナンシャルグループ

[株]三井住友銀行

三井不動産 [株 ]

三菱地所 [株 ]

明治安田生命保険 [相 ]

ヤマトホールデイングス [株 ]

油機エンジエアリング [株 ]

[株]吉野工業所

[株]読売新聞東京本社

LINE[株 ]

楽天 [株 ]

[株]リクルートホールディングス

[株 ]リ ソー教育

リンナイ [株 ]

[株]琉球銀行

[株]琉球新報社

□―ム [株 ]

六花亭製菓 [株 ]

[株]ワコールホールディングス

ワタキューセイモア [株 ]

準会員[35社 団体]

EUジャバンフェスト日本委員会

茨城県

[公財]し わヽさきちひろ記念事業団

[公財]神奈川芸術文化財団

[公財]金谷美術館

[有 ]カノンエ房

[公財]関西 大阪21世紀協会

[公社]企業メセナ群馬

京都商工会議所

京都造形芸術大学

[公財]京都服飾文化研究財団

劇団四季

[公財]公益法人協会

[公財]埼玉県芸術文化振興財団

佐賀県企業メセナ協議会

[株]シアターワークシヨップ

昭和音楽大学舞台芸術政策研究所

[公財]新国立劇場運営財団

[公財]墨 田区文化振興財団

[公財]せたがや文化財団

[公財]ソニー音楽財団

[公財]たましん地域文化財団

出塚会計事務所

東京都写真美術館

東京都生活文化局文化振興部

[公財]東京都歴史文化財団

東京ミッドタウンマネジメント[株 ]

[株]ニッセイ基礎研究所

[公社]日 本芸能実演ス団体協議会

[公財]八十二文化財団

[株 ]マプーズ

水と土の芸術祭2018実行委員会

[公財]水戸市芸術振興財団

[公財]山 口市文化振興財団

[公財]横浜市芸術文化振興財団

個人会員[22名 ]

※お名前公開可の方のみ掲載

飯島 健

岩田武司

尾崎元規

笹島康弘

巽 知代

中坪功雄

古竹孝―

石丼康之  ―花裕―

江上節子  太下義之

最首孝之  迫田時雄

自神しのぶ 添石幸伸

塚本真由 永丼伸和

野見山 亨 福川伸次

横丼奏子
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2017年度メセナ活動実麟調査 [報告薔]
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調査の企画・分析は、協議会会員企業の

メセナ担当者を中心に構成する調査研究部会が行つています。

2017年度調査研究部会

部会長  吉村真也 ITOA[株 ]

津志雅昭 |[株 ]朝 日新聞社

高橋奈緒美 1損害保険ジャバン日本興亜 [株 ]

吉本光宏 |[株 ]ニッセイ基礎研究所

森実尚子 1日本電気 [株 ]

本調査は、「平成29年度次代の文化を創造する

新進芸術家育成事業」として文化庁から委託を受け、

企業メセナ協議会が実施しました。

◎企業メセナ協議会

本誌掲載記事の無断転用を禁じます。

・甲
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公益社団法人企業メセナ協議会は、

企業や芸術・文化にかかわる個人・団体が集い、

芸術文化の振興とこれを通した社会創造に

取り組んでいます。詳しい事業内容は

WEBサイトをこ覧ください。

…
・rneCenat・ Or・,P′

わからない

無回答

10.9%
33社 1～5人

25.8%
78社

その他  5。 6% lll
O.3% 17社   マl

1社
||||||

100人以上

20.2%
61社 5～ 10人

′70

`.D%22社

50～ 100人

9。9%
30～ 50人

6%
18社

10～ 30人

13.9%
42社

30社

社員参画数 [企業数ベースN=302]


